
中川村農業経営継続緊急支援事業補助金交付要綱

（目的）
第１条　この要綱は、中東情勢の緊迫化に伴う燃料油、肥料、飼料等の生産資材価格の高騰により経営に影響を受けている農業者の経営継続及び資金繰りの安定を図るため、農業経営の維持に必要な運転資金の借入れに係る利子及び保証料に対し、予算の範囲内において中川村農業経営継続緊急支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、中川村補助金等交付規則（以下「規則」という。）（昭和54年規則第４号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 農業者　村内で農業を営む個人及び法人をいう。
(2) 取扱金融機関　村内に本支店を有する農業協同組合及び民間金融機関をいう。
(3) 運転資金　農業経営の継続に必要な資金として、取扱金融機関から借り入れた資金をいう。
（補助金の交付対象者）
第３条　補助金の交付を受けることができる者は、次の要件を全て満たす農業者とする。
(1) 村内に住所又は主たる事務所を有し、現に農業を営んでいること。
(2) 取扱金融機関から農業経営継続のための運転資金を固定金利で借り入れていること。
(3) 村税等を滞納していないこと。
(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員等と関係を有しないこと。
(5) 国、県又は村が実施する同種の目的を有する他の補助金等の交付を受けていないこと、又は受ける予定がないこと。
（補助金の額及び算定方法）
第４条　補助金の額は、前条の規定により借り入れた運転資金に係る借入期間中の利息及び保証料の総額とし、１農業者につき上限額は50万円とする。
２　前項の総額の算出に当たっては、固定金利による借入実行時の利率及び条件並びに所定の保証料を基準とする。
３　補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。
（交付の申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、中川村農業経営継続緊急支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、村長が定める期日までに提出しなければならない。
(1) 農業経営継続緊急支援事業計画書（様式第２号）
(2) 取扱金融機関が発行する金銭消費貸借契約書の写し及び返済予定表
(3) 誓約書兼同意書（様式第３号）
(4) その他村長が必要と認める書類
（交付の決定等）
第６条　村長は、前条の規定による申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、補助金の交付を決定し、中川村農業経営継続緊急支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。
（補助金の交付方法）
第７条　前条の規定により交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）に対する補助金の交付は、補助事業者から提出される中川村農業経営継続緊急支援事業補助金請求書（様式第５号）を受理した後に、借入期間中の利息全額を一括して行うものとする。
（事業の変更等の承認）
第８条　補助事業者は、申請内容に変更が生じた場合又は借入金の繰上償還等により利息額に変更が生じた場合は、速やかに中川村農業経営継続緊急支援事業変更承認申請書（様式第６号）を村長に提出し、その承認を受けなければならない。
（補助金の返還）
第９条　村長は、繰上償還等により利息が不要となった場合、又は補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
(1) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
(2) この要綱又は規則に違反したとき。
(3) その他村長が不適当と認めるとき。
（関係書類の保管）
第10条　補助事業者は、本事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を備え、当該事業完了年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。

附　則
１　この要綱は、告示の日から施行し、令和８年９月15日から適用する。
２　この要綱は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。
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